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ごあいさつ 決算のポイント

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご支援を賜り、厚く
御礼申し上げます。

　当社は、企業の「情報をつくる、未来をひらく。」をコンセプトとし
て、経営情報と活用能力育成、企業価値創造の共創の場である「情報
創造コミュニティー」を中核として事業活動に取り組んでおります。‌

　引き続き、ワンストップ＆トータルソリューションの「経営情報
ソリューションサービス」によって、企業を元気にするICT・情報活用
の促進に取り組んでまいります。

　今後とも、ご支援を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。

協立情報通信株式会社
代表取締役社長

経営情報学修士（MBA）

● ソリューション事業の堅調により、前期比127％の経常増益
●   前期に計上した特別利益（事務所移転補償金）と当期に計上した事業用資産の減損損失の  

影響により、当期純利益は前期比10.3％減少

　2013年度から実施していた4カ年の中
期経営計画を見直し、今後の成長に向け
て「新・中期経営計画（2016年度－
2019年度）」を策定しました。
　4年後の目標達成に向け、付加価値の
高いソリューション提案に注力し、売上
構成比のバランス改善と営業利益率の
向上に努めてまいります。
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「新・中期経営計画」2016年度－2019年度
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中期達成目標
【売上構成比】 【営業利益率】

ソリューション：モバイル ソリューション/モバイル

2015年度 33%：67% 15.7%/0.5%

▼ ▼
2019年度 40%以上：60%以下 15%以上/6%以上



3 KYORITSU COMPUTER & COMMUNICATION CO., LTD. 4

　ドコモショップ茅場町店2階に常設の「情報創造コミュニティー」では、
ICT・情報活用で、お客様個別の企業価値創造をサポートする「経営情報
ソリューション」を体感することができます。
　企業様への最新ソリューションや時事情報提供のため、ソリューション
セミナーや相談会、説明会を開催しています。また、お客様個別に、ソリューション
導入前の検証や情報活用アドバイス、導入事例のご紹介など、中堅・中小企業の
活性化のためのソリューションおよびサポートサービスを行っています。

情報創造コミュニティーには、5つのスクールが併設されています。
◦会計情報OBCソリューションスクール
◦マイクロソフトソリューションスクール
◦docomoソリューションスクール
◦NECソリューションスクール
◦サイボウズソリューションスクール

マイクロソフトソリューションスクール 情報活用アドバイス

ソリューション事業 モバイル事業

セグメント別 営業概況

●   マイナンバー制度対応を契機とした人事・給与システムのバージョンアップ・機能追加、  
情報インフラ・セキュリティの見直し案件の増加

●   メーカー保守対応期限切れ等に伴うPBX（構内交換機）のリプレース案件の増加

●   代理店手数料体系の改定による手数料収入の減少やドコモショップ来店者数の伸び悩み
●   ドコモショップ八丁堀店の日本橋茅場町への移転による減価償却費の増加のほか、  

ドコモショップ三郷インター店の改装、広告宣伝活動の強化等に伴う販売費及び一般管理費の増加

情報創造コミュニティーのご案内

パートナーとコラボレーションしたソリューションスクール

2015年2月期 前年比

1,688

2016年2月期

2,033

■売上高（百万円）

売上高

20.4％増

32.9％32.9％

売上高構成比

2015年2月期 前年比

164

2016年2月期

319

■営業利益（百万円）

営業利益

94.2％増

94.4％94.4％

営業利益構成比

2015年2月期 前年比

4,079

2016年2月期

4,148

■売上高（百万円）

売上高
1.7％増

67.1％67.1％

売上高構成比

2015年2月期 前年比

104

2016年2月期

18

■営業利益（百万円）

営業利益
81.9％減

5.6％5.6％

営業利益構成比
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社 名 協立情報通信株式会社
本 社 〒105-0013

東京都港区浜松町一丁目9-10
DaiwaA浜松町ビル
TEL：03-3434-3141（代）
FAX：03-3433-0407

創 業 1964年（昭和39年）6月
設 立 1965年（昭和40年）6月
資 本 金 202,925,000円
従 業 員 数 228名

会社情報／株式情報

会社概要（2016年2月29日現在）

役員（2016年5月26日現在）

発行可能株式総数 4,800,000株
発行済株式の総数 1,203,900株
株主数 860名

株式の状況 （2016年2月29日現在）

個人その他
765,523株
63.6％

その他の国内法人
374,488株
31.1％

自己名義株式 7,534株 0.6％

証券会社 54,355株 4.5％

金融機関 1,900株 0.2％
外国法人 100株 0.0％

株式分布状況（2016年2月29日現在）

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

日 茂 株 式 会 社 370,488 31.0
佐 々 木 茂 則 362,773 30.3
株 式 会 社 S B I 証 券 44,200 3.7
佐 々 木 綾 子 32,109 2.7
石 井 靖 二 郎 20,300 1.7
土 屋 宣 夫 11,100 0.9
久 野 武 男 9,900 0.8
織 田 敏 昭 9,800 0.8
大 久 保 英 樹 9,200 0.8
佐 々 木 そ の み 7,830 0.7

（注）持株比率は自己株式（7,534株）を控除して計算しています。

大株主（2016年2月29日現在）

IRページのご紹介

http://www.kccnet.co.jp/company/ir/index.html

「IR情報」のページでは、トップメッセージや財務情報などIRに関する資料を掲載しています。是非ご覧ください。

協立情報通信 IR情報 検索

法人のお客様

経営情報ソリューションサービス
情報創造コミュニティーを核にサービス提供。お客様の企業価値づくりに貢献。

情報インフラ
通信システムやセキュリティなど
企業の事業基盤を支えるシステム

モバイル・パソコン・電話・ネットワーク 等

NEC/NTTドコモ/マイクロソフト OBC/マイクロソフト/サイボウズ 協立情報通信

◆‌取締役・執行役員

代表取締役社長 佐々木　茂　則
取締 役 副 社 長
執 行 役 員 久　野　武　男
常 務 取 締 役
執 行 役 員 長谷川　　　浩
常 務 取 締 役
執 行 役 員 石　崎　典　夫
社 外 取 締 役 江　口　夏　郎

◆‌監査役

常 勤 監 査 役 山　田　信　彦
社 外 監 査 役 神　成　　　敦
社 外 監 査 役 茂　呂　　　眞

経営情報ソリューションサービス　ワンストップサービスでお客様の企業価値創造に貢献

　情報創造コミュニティーを核とした中堅・中小企業のICT化・情報化実現のため、「情報インフラ」・「情報コンテンツ」・
「情報プラクティカル（情報活用）」を統合した「経営情報ソリューションサービス」を提供しています。契約制の
サービスをワンストップで提供することで、ICT活用によるお客様の業務の効率化・合理化を推進します。また、情報
や知識の共有・活用による企業価値創造のサポートに取り組んでいます。

　情報創造コミュニティーにて、組織および社員の情報活用力の向上を支援するサービスを行っています。このたび、
お客様のご要望をふまえ、ラインナップを見直し、サービス名称を変更しました。ICTスキル、ビジネススキルなど、
初級から上級レベルのスキルを獲得するための各種サービスをご用意しています。

5つのソリューションスクールにて、
Microsoft‌Officeシリーズをはじめと
した各種定期講座を開講しています。

ビジネス基本スキルの習得など、
幅広いEラーニングコンテンツをご用意
しています。

クラウドサービスをベースとした、
お客様企業ごとの組織情報活用・運用
を、支援しています。

「情報活用運用支援サービス」のご紹介

スクール講座 Eラーニング講座 情報活用運用支援

情報コンテンツ
会計情報や活動情報活用のための

パッケージソフトウェア、業務プロセス
基幹業務・企業活動情報 等

情報プラクティカル
情報価値創造のための

情報活用能力育成およびサポート
情報活用アドバイス・操作教育 等

契約制

New!

New!



毎年2月末の株主名簿において当社株式を5単元（500株）
以上保有されている株主様に対し、保有株式数に応じて
島根県仁多郡産コシヒカリ「仁多米」をお贈りします。
◆ 対象株主・内容
保有株式数 優待内容

500株以上
1,000株未満 島根県仁多郡産コシヒカリ「仁多米」2kg

1,000株以上 島根県仁多郡産コシヒカリ「仁多米」5kg

※‌‌収穫状況等により、贈呈品を仁多米以外のコシヒカリに変更させて
いただくことがあります。

◆ 贈呈時期
10月頃を予定しています。
※収穫状況等により時期を変更する場合があります。　

◆ 贈呈の方法
対象となる株主様の当年2月末時点の株主名簿に記載された
ご住所宛、または、ご住所変更を同年8月末時点で当社が
把握している場合は変更後のご住所宛に、宅配便で送付し
ます。
※‌‌詳細につきましては、当社IRページの「株主還元」をご覧ください。
http://www.kccnet.co.jp/company/ir/return.html

◆ 転居時のお願い
お取引先の証券会社に速やかにお申し出ください。
ただし、2月末の権利確定後に株式を売却された場合や9月
以降に転居される場合は、IR担当までご連絡ください。

IR担当‌ TEL：03-3433-0247
‌ （受付時間：平日9時～17時）
‌ HPからもご連絡いただけます。
‌ http://www.kccnet.co.jp/company/ir/contact.html

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主優待制度

証券コード 3670

上場証券取引所 東京証券取引所　JASDAQ（スタンダード）

単元株式数 100株

決算基準日および
期末配当金の基準日 2月末日

定時株主総会 5月下旬

公告の方法 電子公告　http://www.kccnet.co.jp
ただし、やむを得ない場合は日本経済新聞に掲載します。

株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社

お取扱窓口

証券会社等に口座をお持ちの場合、住所変更や買取請求等
株主様の各種お手続きは、原則として口座を開設されてい
る証券会社等経由で行っていただくこととなりますので、
お取引の証券会社等へご連絡をお願いいたします。
なお、支払明細の発行に関するお手続につきましては、
みずほ信託銀行の下記連絡先にお問合わせください。

お問合わせ先

〒168-8507　東京都杉並区和泉2－8－4
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
専用フリーダイヤル‌0120-288-324
（土曜日・日曜日・祝日を除く9時～17時）

未払配当金の
お支払

みずほ信託銀行（※）およびみずほ銀行の本店および
全国各支店（みずほ証券では取次のみとなります）
（※）トラストラウンジではお取扱できませんのでご了承ください。

株主メモ




